
施設名

本巣市 水道事業 ―

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等におけ
る中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　平成28年4月1日に簡易水道事業を統合しており、地域により人口減少が著しいことや集落が点在しているなどの理由
により、効率的・効果的な経営が困難であり、現在の市民サービスを維持するためには、経営体制や手法を変更できな
い。

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

実施状況



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

施設名

本巣市 簡易水道事業 ―

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

取組事項 事業廃止

実施済 ●

　簡易水道事業と上水道事業
の統合

全部廃止 一部廃止

 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化

 ③事業目的の完了
 

●  
28 4 1

 ①診療所化・介護施設化

平成

検討中

④民営化・民間譲渡による廃止
 ⑤広域化による廃止

● ⑥その他

百万円(年)

年 月 日

実施予定

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



施設名

本巣市 下水道事業 特定環境保全公共下水道

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等におけ
る中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　本事業の処理区は2地域であるが、供用開始してからの年数が少ない施設もあり、現在の市民サービスを維持するた
めには、経営体制や手法を変更できない。

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

実施状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

施設名

本巣市 下水道事業 農業集落排水施設

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

百万円(年)

検討中 ●

　地形的な条件から特に山間
部において、小規模な施設が
多く点在し、スケールメリットを
生かせず経営効率が悪化して
いる。岐阜県汚水処理事業広
域化・共同化計画も策定され、
今後人口減少が一層進むこと
による経営悪化が見込まれる
ため経営改善の一環として広
域化等の統廃合を検討してい
る。

　令和４年度から近隣市町との協議を始め、他市町への統合
を検討している。また、人口減少の著しい山間部において、処
理計画規模に対して加入戸数の少ない処理施設を廃止し個別
浄化槽へ変更することも検討を始めている。
　近隣市町との調整や地元住民への周知が課題となってい
る。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



施設名

本巣市 宅地造成事業 その他造成

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等におけ
る中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　当該事業は、企業用地造成事業であり、事業に要した費用で売却することについて、事前に企業と覚書を締結した上
で実施していることから、健全な事業運営が見込めるため。

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

実施状況



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中

④民営化・民間譲渡による廃止
 ⑤広域化による廃止

● ⑥その他

13 百万円(年) 内　訳
①根尾デイサービスセンター指定管理料　年▲5,640千円
②根尾生活支援ハウス指定管理料　  　　年▲7,427千円
　　　　　　　　　　　総計　　　　 　　　　　　　 年▲13,067千円

実施予定
年 月 日 ③事業目的の完了

 

●  
6 3 31

 ①診療所化・介護施設化

取組事項 事業廃止

令和実施済 ● 当該デイサービスセンター周辺
は、過疎化による人口減少が
著しい事及び周辺の社会資源
が充足してきた事に伴い、デイ
サービスの利用者が年々減少
しており経常的な赤字経営と
なっていたことから、廃止に
至った。

全部廃止 一部廃止

 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

本巣市 介護サービス事業 老人デイサービスセンター 根尾・糸貫デイサービスセンター

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


